
１．住民意識調査結果１．住民意識調査結果１．住民意識調査結果１．住民意識調査結果

満足度：「満足である」、「どちらかと言えば満足である」を合計した割合から、「どちらかと言えば不満である」、「不満である」を合計した割合を差し引いたもの

優先度：「優先すべき」、「やや優先すべき」を合計した割合から、「あまり優先しなくてよい」、「優先しなくてよい」を合計した割合を差し引いたもの

２．施策の目標２．施策の目標２．施策の目標２．施策の目標

↓

進捗状況の区分　　↑：目標以上の成果があった　　→：目標どおりの成果があった　　↓：目標に至らなかった　　△：遅延・未着手等　　×：見直し・廃止等

３．施策に係る経費３．施策に係る経費３．施策に係る経費３．施策に係る経費

４．施策傘下事務事業　　４．施策傘下事務事業　　４．施策傘下事務事業　　４．施策傘下事務事業　　※別紙のとおり※別紙のとおり※別紙のとおり※別紙のとおり

５．施策評価５．施策評価５．施策評価５．施策評価

総

合

評

価

（

町

長

）

総合評価総合評価総合評価総合評価 施策傘下事務事業に係る個別指摘事項施策傘下事務事業に係る個別指摘事項施策傘下事務事業に係る個別指摘事項施策傘下事務事業に係る個別指摘事項

資金融資、経営指導等については、商工会との連携のもと、継続的に施策展開さ

れたい。

・「雇用対策推進事業費」については、「条件付継続事業」とする。町一般財源の持ち出しはゼ

ロで予算要求→執行されたい。

・その他の施策傘下事務事業については、全て「継続事業」とする。

・団体運営費補助にあっては、引き続き団体との協議を密にし、適切な役割分担、良好な協力

関係を構築されたい。

自

己

評

価

（

部

）

後期計画における施策展開のビジョン後期計画における施策展開のビジョン後期計画における施策展開のビジョン後期計画における施策展開のビジョン

・商工会機能の充実により、経営指導を強化して、事業所の安定化を図り

ます。

・長引く不況の中にあって、体力の弱い中小企業に、適切な資金計画に

よる制度資金の活用を促進し、経営の改善に努めます。

・経済懇話会を核とした、会員のﾈｯﾄﾜｰｸにより、生産から消費まで結びつ

けた異業種交流の促進を図ります。経済懇話会会員のブログを立ち上

げ、企業紹介などの情報発信します。

・町内の中小企業の元気を取り戻すため、具体的な方策を関係機関と協

議しながら検討します。

Ｈ２５年度の狙いＨ２５年度の狙いＨ２５年度の狙いＨ２５年度の狙い

H23

事後

評価

・中小企業の経営安定化を図るために、資金融資支援など商工会指導は

的確に実施されている。

・団体への活動支援は、有効に事業展開が進んでいる。

・雇用対策事業は、離職者・求職者の一時つなぎとして有効に利用されて

いる。但し、正規雇用にはつながらなかった。

・経済懇話会の活動が活発化して、情報の共有化が進んでいる。

・長引く不況の影響を乗り切るため、円滑な資金の融資と活用により、中小企業者の

経営安定を図ります。

・中小企業の体質強化を図るために、具体的な方策を関係機関と協議を進めます。

・経済懇話会の活動を活発化し、商工及び農業者とのビジネスに結びつく技術開発

支援事業などの具体的な事項を打ち出していきます。経済懇話会ブログを発信し、企

業のセールスや、企業活動などの情報発信を行います。

H25

事前

評価

25年度25年度25年度25年度

230,388

事業費（傘下事務事業費計）の推移　【単位：千円】

（※総事業費）

決　　算

指標に関する特記事項

27年度27年度27年度27年度24年度24年度24年度24年度

当　　初 288,397

計　　画

26年度26年度26年度26年度23年度23年度23年度23年度

実　　績

285,546

年　　度年　　度年　　度年　　度

実　　績

計　　画

実　　績

計　　画

指標５：

５７３者５６３者

実　　績

計　　画

５５３者

指標４：

指標３：

第11位／全36項目（町内経済の活性化） 第　　　位／全　　　施策

５８３者５４３者

25年度25年度25年度25年度

指標２：

施　策　評　価　調　書

22年度実績

満足度

－31.2%

優先度

67.1%

優先度

第36位／全36項目（町内経済の活性化）

指標１：法人町民税納税義務者数：（者）

指　標指　標指　標指　標 年　　度年　　度年　　度年　　度

21年度（10月実施）21年度（10月実施）21年度（10月実施）21年度（10月実施） 25年度（※実施予定）25年度（※実施予定）25年度（※実施予定）25年度（※実施予定）

計　　画

23年度23年度23年度23年度 24年度24年度24年度24年度基　　準　　値基　　準　　値基　　準　　値基　　準　　値

第　　　位／全　　　施策

優先度

26年度（※実施予定）26年度（※実施予定）26年度（※実施予定）26年度（※実施予定）

担当部課

リーダー

担　当

世界不況の影響を受け、下請け・孫請けの業態である町内中小企業者は、受注の減に伴い、売り上げや

利益率の減少が顕著に現れてきています。

中小企業者の資金繰りのため、町中小企業融資振興資金の利用が、急激に増えてきました。

企業の廃業や町外への流出防止策が必要である。

施　策　名

商工観光担当

Ｐ．５３

4-2-1

地域経営計画（後期計画）　該当ページ

片野秀光

町内産業の活性化

施策を

取り巻く

環境変

化

建設産業部 産業課

満足度

第　　　位／全　　　施策

533者 実　　績 530者

第　　　位／全　　　施策

満足度

27年度27年度27年度27年度26年度26年度26年度26年度


